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申請主義について
・そもそも自分が福祉の対象だと思っていない人が多い。

・申請しようと思っても行政用語が難解すぎる。
行政用語のバリアフリー化を。

・一字一句間違いなく伝えて「申請します」と言わないと
出てこない。
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コロナ禍での貧困
「新型コロナ災害緊急アクション」(2020年3月結成)
・これまでに約2,000件のSOSを受ける。

10〜30代 60.0%
住まいなし 75.4%
携帯が止まっている 40.9%
女性の割合 19.4%
所持金100円以下 19.4%

・若年化が進み、女性の割合が増えているのが特徴。
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もともと都内には約4,000人の「ネットカフェ難民」
2018年発表の東京都の調査※２

・１日あたり4,000人のうち、７割がアルバイトや派遣などの非正規
労働。

・30代が38.5% 50代が27.9%

・１ヶ月の収入は11〜15万円が最多
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変わる支援現場の光景

・増え続ける、炊き出しや食品配布の現場に並ぶ人々。

・コロナ以前、80人ほど → 2023年４月には723人。(新宿)

・中高年男性が中心だったのが、女性の姿も目立つように。
子連れの母親やカップルの姿も。
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相談会などを訪れる女性の増加
・2008-2009 年越し派遣村 (日比谷公園)

６日間で505人。うち女性は５人(１%)。

・2020-2021 コロナ被害相談村 (新宿・大久保公園)
３日間で344人。うち女性は62人(18%)。
62人のうち、29%が住まいがなく、42%が収入ゼロ、
21%が所持金1,000円以下。

・2021-2022 コロナ被害相談村 (新宿・大久保公園)
２日間で418人。うち女性は89人(21%)。
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コロナ禍での女性不況
・2021年２月時点、女性の「実質的失業者」103万人

(株式会社野村総合研究所の試算※３)
・増える女性の自殺

2020年、女性自殺者は前年比15.4％増の7,026人。
2021年は42人増の7,068人。

・女性の非正規雇用率 56.4%
・コロナ禍で打撃を受けた飲食・宿泊で働く人の６割以上が女性。
そのほとんどが非正規。

・非正規で働く女性の８割以上は年収200万円以下。
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非正規雇用者の年収
正 規 496万円
非正規 176万円
男性非正規 228万円
女性非正規 153万円(2020年、国税庁調査※４)

・非正規女性の数は1,413万人(2021年、総務省調査※５)。
そのうち、夫がいる女性は６割弱。
４割強は、単身やシングルマザーなど、自らの稼ぎで生活しなけれ
ばならない人たち。数にして560万人を超える。ここに対する支
援がまったくない。
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電話相談の傾向

・３年間で労働相談は減り、生活苦の相談が増える。
「預貯金+手持ち金」の減少。

2020年８月 平均値 200万円以上 中央値 16万円
2021年６月 平均値 28万円 中央値 ０円

・残金は減る一方、増えているのは「借金・滞納」。
滞納は家賃、住宅ローン、公共料金、公的保険料、税金など。
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電話相談や相談会に寄せられた声
・「大学生。コロナでアルバイトなくなり、親からの仕送りなく公共料金と携帯電話滞納
中」(20代男性)

・「大学生。コロナでバイトがなくなり学費も払えないが、大学はどうしてもやめたくない。
親からは虐待で逃げていて親には絶対に頼れない」(20代女性)

・「仕事がなく、アパートの家賃払えず、電気、ガス、水道停止。50円しかない」

・「離婚し保育園で働いている。借金があるので風俗のアルバイトもしてきたがコロナで収
入が減り、やりくりができなくなっている」(40代女性)

・「臓器を売って自分の葬式代を出したい。臓器を売れるところを教えてほしい」(70代、
タクシー運転手)
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電話相談や相談会に寄せられた声

・「解雇される。友人宅で居候、ネットカフェを転々とする。
生活保護申請したが３回断られる」(60代女性)

・「夫のDVから逃げて友人宅に身を寄せている。生活保護の相
談に行っても『友人宅はダメ、シェルターに入ってもらう』と
言われる。親から虐待を受けて10代で家を出たが、その親に
扶養照会をかけると言われた。死のうと思っている」(50代女
性)
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コロナ陽性・濃厚接触
・「介護施設でパート勤務。施設でクラスターが発生し、一週間前か
ら自宅待機させられているが、休業手当があるか不安」(30代女性)

・「夫がコロナ感染で死亡。年金10万円で病気がちなので預貯金も
近々尽きる」(70代女性)

・「コロナに感染し入院した。コロナは落ち着いたが肺の状態が悪く
一般病棟に移ってそのまま１ヶ月ほど入院した。退院したあと、一
般病棟に移ってからの請求が16万円ほど来た。支払いできない」
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第５波・第６波・第７波で起きたこと

・支援団体の炊き出し・野外の相談会に発熱者が訪れる。
原則「自宅療養」の中、自宅がない感染者への対処法がない。

・第６波では、自宅療養者から「所持金も尽き、冷蔵庫も空。
このままでは餓死してしまう」というSOS。
自宅療養者は最大で約58万人(2022年２月)。そこに日本の貧困率
15.7%をあてはめると約９万人が貧困状態で自宅療養。

・第７波では、路上の40代女性(所持金数十円)からSOS。陽性が発覚。
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ドイツの生活保護(布川日佐史さんに聞く)

・コロナ禍すぐ、労働社会大臣がドイツ国民に利用呼びかけ
(120万世帯増えることを見込んだ)。

・2020年3月、家賃を滞納しても最大２年間は追い出せないルー
ルができた。

・もともと持ち家・車の保有OK。扶養照会は基本なし。
・コロナ禍前、残金130万円で利用できた。
・コロナ禍以降、申請を簡素化。６ヶ月間は資産調査なし。残金約

800万円以下であれば調査なしで利用可能に。オンライン、郵送。
・もともと家賃滞納があれば大家さんが公的機関に通報
→役所の担当が介入。
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韓国の生活保護(五石敬路さんに聞く)

・名称を「国民基礎生活保障」に。

・バラで使える単給。家賃だけ、医療費だけ、教育費だけ。
ボーダーライン層が段階的にいろいろな給付を受けられる。
単給化によって貧困率も下がる。

・死角地帯をなくす大キャンペーン。
きっかけはソウルの母娘３人練炭自殺。世論が動く。
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反貧困犬猫部

16出典：※７



17

※１ 一般社団法人反貧困ネットワーク「新型コロナ災害緊急アクション調査資料」，2023年。

※２ 東京都福祉保健局生活福祉部生活支援課「住居喪失不安定就労者等の実態に関する調査
報告書」，2018年１月。
https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/hodohappyo/press/2018/01/26/14.html（2023
年５月18日閲覧）

※３ 株式会社野村総合研究所ニュースリリース「野村総合研究所、パート・アルバイトの中
で「実質的失業者」は、女性で103万人、男性で43万人と推計－引き続きの支援策の認
知・利用促進による経済支援に加え、労働移動支援が課題－」，2021年３月１日。
https://www.nri.com/jp/news/newsrelease/lst/2021/cc/0301_1（2023年５月31日閲
覧）
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※４ 国税庁長官官房企画課「令和２年分 民間給与実態統計調査－調査結果報告－」，2021年
９月。
https://www.nta.go.jp/publication/statistics/kokuzeicho/minkan2020/minkan.htm
（2023年５月18日閲覧）

※５ 総務省統計局「令和３年 労働力調査年報」，2022年。
https://www.stat.go.jp/data/roudou/report/2021/index.html（2023年５月18日閲覧）

※６ 雨宮処凛『学校では教えてくれない生活保護』，河出書房新社，2023年。

※７ 一般社団法人反貧困ネットワーク作成資料，2020年。
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